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汽水域を大規模に破壊することは，日本の海辺
の「食料供給地」としての機能を大きく低下させ，
子どもたちの未来を危うくするのではないか。近
い将来の食糧危機が心配される中で，日本の
2020年度の食料自給率は，わずか 37％なのであ
る18。
汽水域のこれ以上の破壊を食い止めるだけでな

く，すでに開発された汽水域の環境を復元し，次
世代に引き継ぐことが私たちの喫緊の課題である。

注―判決文の重大な問題点はすでに新聞などでも報道され
ている19。ここでは，一点のみ，以下の文言の問題点を指
摘したい。「現時点における本件各排水門の常時開放を検
討する際には，新たに形成された生態系や自然環境への影
響も考慮すべきである」。全長 7 kmの堤防で閉め切られ
てしまった現在の諫早湾奥部は，きわめて不自然な人工的
環境である。国の強引な土木工事が，絶滅危惧種の宝庫だ
った自然の生態系を壊滅させ，有毒アオコが大発生する淡
水の池に変えてしまったのである20。そんな所を「新たに
形成された生態系」と称し，保護すべき対象と言っている
のだ。汽水域の大切さが完全に見落とされている。
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日本科学振興協会の設立

春日 匠　かすが　しょう

日本科学振興協会理事

馬場基彰　ばんば　もとあき

日本科学振興協会代表理事／京都大学

NPO法人日本科学振興協会（JAAS）1は，「人類の
福祉向上および持続可能な社会の実現」のために，
多様性，衡平性，包摂性を組織運営の理念とし，
自然科学のみならず，人文社会科学なども含めた
幅広い意味での科学を振興する団体として設立さ
れた。2022年 2月に東京都から NPO法人とし
ての認定をうけ，法人登記も完了している。来る
6月 18日（土）～ 24日（金）に第 1回総会・キック
オフミーティングを開催する予定である。その設
立の経緯について紹介する。

全米科学振興協会のような団体を日本にも

科学者・研究者と一般社会の「コミュニケーシ
ョン不足」がかねてから指摘されてきた。例えば，
1990年代には，一方通行のレクチャーではなく，
科学的なトピックについて専門家と一般市民が気
軽に話し合う「サイエンスカフェ」がイギリスで
発案され，2006年ごろから日本でも盛んに行わ
れるようになった。先進国の大半において科学者
コミュニティは，一般公衆と双方向のコミュニケ
ーションを取ることに努力するようになってきて
いる。
しかし，欧米の国々と日本の大きな違いは，科
学に関わるさまざまな人々からなるボトムアップ
の団体がないことである。これは日本における科
学の振興について，垣根を越えて検討する場がな
いということでもある。多くの国ではその国を代
表するような科学者の集まりであるアカデミーと
は別に，科学の普及団体として，駆け出しの研究
者や，科学教育に携わる草の根の人々が参加する
組織が存在する。著名な科学雑誌『サイエンス』
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を発行していることでも知られる全米科学振興協
会（American Association for the Advancement of Science; 

AAAS）は，その最もよく知られたものである。
AAASの活動は出版以外にも多岐にわたる。
博士号取得者を議員事務所などの政策機関に送り
込む政策フェローは，米国の科学技術政策の質向
上に大きく寄与している。初等中等教育での
STEM教育にも，政策提言などの形で貢献する。
そういった提言の一つとして Science for All 
Americans は日本でも話題になった。その他，女
性や第三世界出身の研究者，「自由と責任」のた
めの研究を行う研究者のための賞などを提供して
いる。
米国の科学者の多くに，こうした活動を通じて，

科学に関する公衆の理解と認知を高めることが，
科学を振興する最もよい手段であるという認識が
共有されていると言えよう。
日本でも，科学者と一般社会のコミュニケーシ
ョンの場として，また多くの科学者の意見を集約
し，代弁するための組織として，AAASに相当
するものが必要なのではないかという意見はあっ
たが2，なかなか実現には至らなかった。

設立への経緯

筆者の一人である馬場が，科学コミュニティ活
動を行ってきた人たちから協力者を集めようと考
えたのは 2018年秋のことだった3。長年活動して
きた人たちと相談すると4，より多くの多様な
人々を巻き込み，継続して活動に取り組んでいく
ことを意識すべきであり，そのためには日本版
AAASの設立を目指すべきだ，となった。人が
集まる機運が高まっていたのだと思う。2019年
8月に有志 12名で初の会合を開き，趣旨書など
をまとめて，さらに声をかけると，有志は数十人
となった5。2020年 2月にハイブリッド形式で会
合を開いた後は，ほぼオンライン会議のみで討議
を重ねた。あらゆる人々に開かれた団体であると
いう趣旨などを踏まえ，日本版 AAASを NPO
法人として設立する準備をする団体として，公に

委員と賛同者を集めていく方針を固めていった6。
2021年 2月に日本版 AAAS設立準備委員会を発
足させたところ，大学・研究機関や民間企業に所
属する研究者・技術者だけでなく，学生，小中高
校や塾の教育関係者，研究支援や科学コミュニケ
ーション，ジャーナリズム，あるいは芸術といっ
た多様な分野に携わる人たち，科学行政に携わる
人たちなど，200名近くの委員と 800名近くの賛
同者が集まった。組織のあり方について侃侃諤諤
の議論を重ねて，冒頭に述べた理念と趣旨書，
NPO法人としての定款が固まった。2021年 11
月に設立総会を開催し，12月に東京都に NPO法
人設立の申請を行い，2022年 2月に認可された。
3月から正会員その他いくつかのカテゴリーの会
員を募集している（詳細はウェブサイト1をご覧いただきた

い）。

キックオフミーティングとこれから

6月開催予定の第 1 回総会・キックオフミーテ
ィングでは，研究者からの発信として講演やポス
ターセッションの他，研究環境改善のためのパネ
ルディスカッション，科学を身近に感じ，楽しめ
るような企画（オンライン）なども計画している。同
様の年次大会を今後，毎年開催していく予定であ
る。
継続して科学を振興していくために，社会的に
責任ある体制を作っていくことが重要であること
から，寄付控除のある認定 NPO法人を目指して
いる。今のところはまだ夢の域をでないが，
JAASが AAASの『サイエンス』誌に対抗する
ような総合科学雑誌を発行する日もくるかもしれ
ない。
昨今，「選択と集中」ではなく，長期的な視野

のもとで一見役に立たない基礎研究をすることが
イノベーションを産む上でも大事，と社会に訴え
たい科学者は多い。科学の振興のためには，科学
の魅力を社会に伝え，科学教育を推進し，持続可
能な社会につながる活動を展開し，グローバルな
ネットワークを構築するといった活動も担うべき
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だろう。
さらに JAASは，社会を構成するさまざまな
人々が科学や科学者をどう捉えているのかを知り，
人類と社会のために科学がどうあるべきかを一緒
に考え，協働していく場になるはずだ。ゆくゆく
は社会における科学の在り方について世界に模範
を示せる団体になれればと考えている。皆様のご
参加をお願いしたい。また，批判的なものも含め
てご意見をお寄せいただきたい。

注
1―https://jaas.science/

2―たとえば，NPO法人サイコムや Science Talks（科学コミュ
ニティの対話活動を推進するネットメディア）などの場で提起さ
れていた。
3―きっかけは，馬場が自民党の「科学技術基本問題小委員会」
の存在を知り関係者にメールを送ったところ，「学術研究の制度
をより良いものにしていくために，当事者である現場の研究者
の声を沢山集めて政治家に届けてほしい」という趣旨の返信を
受け取ったことだった。
4―この間には，学術系クラウドファンディングの関係者から 

Science Talksを紹介してもらい，日本の科学を考える活動「ガ
チ議論」の関係者ともつながった。また，日本学術会議の若手
アカデミーとも，一緒に活動を広げていこうということで意気
投合した。
5―このときに，設立準備委員会委員長／のちに JAAS代表理事
の一人である小野悠（豊橋技術科学大学）も加わった。
6―この間の 2020年秋に日本学術会議の会員任命を巡る問題が
発生した。我々はこの問題とは一切関係なしに，その前から準
備を進めていたわけだが，この事件が私たちの活動についての
社会的な注目につながったことは否定できない。ただ，先に述
べたように多くの国ではアカデミーと普及団体が相補的に存在
するのであり，日本でも，日本学術会議との間には同様の関係
が築けるものと考えている。

コラム　東京電力原発事故の情報公開　No.74

原発事故の被害実態への注視継続を

木野龍逸　きの　りゅういち

ジャーナリスト

東京電力（東電）福島第一原子力発電所では，2022

年 3月に燃料デブリの試験採取に向けた調査が始
まった。しかし調査用の水中ロボットのカメラに水
が入るという初歩的な問題で調査は中断。前途は多
難だ。

多核種除去設備（ALPS）で処理した水の放出も，政
府や東電は 2023年春の開始を目指すが，漁業をは
じめとする関係者の理解は得られていない。4月 5

日に全国漁業協同組合連合会の岸宏会長は萩生田光
一経産相などと面談。「放出に断固反対」の立場を
改めて示した。
オンサイトの事故処理作業が「中長期ロードマッ

プ」の当初計画から大きく遅れる中，事故処理関連
費用を中心に事故から 12年目の現在地を考えてみ
たい。
まずは賠償費用から。最高裁判所は 2022年 3月

31日までに，集団訴訟 7件について東電の上告を
退けた。これにより東電に対する賠償を命じた部分
は 7件の訴訟で確定した。なおこのうち 4件は国
も同時に訴えていて，夏前に判断が出る見込みだ。
福島第一原発の事故では，文科省に設置された原

子力損害賠償紛争審査会（原賠審）がまとめた「中間
指針」に沿って賠償が支払われている。しかし確定
した判決の賠償額はいずれも中間指針を上回ってい
る。このため最高裁決定を受けて，福島（生業），千
葉，群馬の集団訴訟の原告と弁護団は東電と国に対
して，事故の責任を認めることや賠償基準を定めた
中間指針の見直しなどを求めた。さらに日本弁護士
連合会＊1も 2022年 3月 28日に中間指針の見直し
を求める 3度目の会長談話を発表。双葉町や大熊
町などの関係自治体や研究者からも見直しを求める
声が上がっている。原賠審はこれまで，見直しは不
要という姿勢を崩していないが，最高裁決定を受け
て議論の必要性が高まるのは必至だ。
東電は最高裁への上告受理申し立て書で，高裁判

決が確定すると「訴訟の乱発が予想」されて「総額
4000億円を超える追加支払が発生」することにな
りかねず，それは国民負担につながるので影響が大
きいなどと主張していたが，最高裁は門前払いにし
た。実際，生業訴訟は原告の個別立証ではなく代表
立証による一律賠償を求めているため，適用されれ
ばこれまでの中間指針の枠を大きく超える地域が対

＊1―https://www.nichibenren.or.jp/document/statement/
year/2022/220328.html




